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第３章第３章第３章第３章    安全運転の確保安全運転の確保安全運転の確保安全運転の確保    

安全運転を確保するには、運転者の能力や資質の向上を図ることが必要であり、こ

のため、運転者のみならず、これから運転免許を取得しようとする者まで含めた運転

者教育等の充実に努める。特に、今後大幅に増加することが予想される高齢運転者に

対する教育等の充実を図る。 

また、運転者に対して、運転者教育、安全運転管理者による指導、その他の広報啓

発等により、横断歩道においては、歩行者が優先であることを含め、高齢者や障がい

者、子どもを始めとする歩行者や自転車に対する保護意識の高揚を図る。 

さらに、今後の自動車運送事業の変化を見据え、企業・事業所等が交通安全に果た

すべき役割と責任を重視し、企業・事業所等の自主的な安全運転管理対策の推進及び

自動車運送事業者の安全対策の充実を図るとともに、交通労働災害の防止等を図るた

めの取組みを進める。 

さらに、道路交通の安全に影響を及ぼす自然現象に関する適時・適切な情報提供を

実施するため、ＩＣＴ等を活用しつつ道路交通に関連する総合的な情報提供の充実を

図る。 

    

第１節第１節第１節第１節    運転者教育等の充実運転者教育等の充実運転者教育等の充実運転者教育等の充実    

安全運転に必要な知識及び技能を身につけた上で安全運転を実践できる運転者を育

成するため、免許取得前から安全意識を醸成する交通安全教育の充実を図るとともに、

免許取得時及び免許取得後においては、特に実際の交通場面で安全に運転する能力を

向上させるための教育を行う。 

また、これらの機会が、単なる知識や技能を教える場にとどまることなく、個々の

心理的・性格的な適性を踏まえた教育、交通事故被害者等の手記等を活用した講習を

行うなどにより交通事故の悲惨さの理解を深める教育、自らの身体機能の状況や健康

状態について自覚を促す教育等を行うことを通じて、運転者の安全に運転しようとす

る意識及び態度を向上させるよう、教育内容の充実を図る。 

（１）運転免許を取得しようとする者に対する教育の充実（１）運転免許を取得しようとする者に対する教育の充実（１）運転免許を取得しようとする者に対する教育の充実（１）運転免許を取得しようとする者に対する教育の充実        ((((警察警察警察警察    自動車教習所自動車教習所自動車教習所自動車教習所)))) 

(ｱ)自動車教習所における教習の充実 

自動車教習所の教習に関し、交通事故の発生状況、道路環境等の交通状況を勘案し
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つつ、教習カリキュラムの見直し・検討を進めるほか、教習指導員等の資質の向上、

教習内容及び技法の充実を図り、教習水準を高める。 

また、教習水準に関する情報の市民への提供に努める。 

(ｲ)取得時講習の充実 

原付免許、普通二輪免許、大型二輪免許、普通免許、中型免許、普通二種免許、準

中型免許、中型二種免許及び大型二種免許を取得しようとする者に対する取得時講習

の充実に努める。 

（２）（２）（２）（２）運転者に対する再教育等の充実運転者に対する再教育等の充実運転者に対する再教育等の充実運転者に対する再教育等の充実                                            ((((警察警察警察警察    自動車教習所自動車教習所自動車教習所自動車教習所)))) 

取消処分者講習、停止処分者講習、違反者講習、初心運転者講習、更新時講習及び

高齢者講習により運転者に対する再教育が効果的に行われるよう、講習施設・設備の

拡充を図るほか、講習指導員の資質向上、講習資機材の高度化並びに講習内容及び講

習方法の充実に努める。 

特に、飲酒運転を防止するという観点から、飲酒運転違反者に対する飲酒取消講 

習の確実な実施や飲酒学級の充実に努める。 

自動車教習所については、既に運転免許を取得した者に対する再教育も実施するな

ど、地域の交通安全教育センターとしての機能の充実に努める。 

（３）二輪車安全運転対策の推進（３）二輪車安全運転対策の推進（３）二輪車安全運転対策の推進（３）二輪車安全運転対策の推進                                                    ((((警察警察警察警察    自動車教習所自動車教習所自動車教習所自動車教習所)))) 

取得時講習のほか、二輪車安全運転講習及び原付安全運転講習の推進に努める。 

また、指定自動車教習所における交通安全教育体制の整備等を促進し、二輪車運転

者に対する教育の充実強化に努める。 

（４）高齢運転者対策の充実（４）高齢運転者対策の充実（４）高齢運転者対策の充実（４）高齢運転者対策の充実                                            ((((県県県県    警察警察警察警察    市民部市民部市民部市民部    交通安全協会交通安全協会交通安全協会交通安全協会)))) 

(ｱ)高齢運転者に対する教育の充実 

高齢者講習の効果的実施、更新時講習における高齢者学級の拡充等に努める。特

に、講習予備検査（認知機能検査）に基づく高齢者講習においては、検査の結果に

基づき心身に配慮したきめ細かな教育に努める。 

 (ｲ)臨時適性検査の確実な実施 

講習予備検査（認知機能検査）、運転適性相談等の機会を通じて、認知症の疑いが

ある運転者の把握に努め、臨時適性検査の確実な実施等により安全な運転に支障の

ある者については運転免許の取消し等の行政処分を行う。 

また、臨時適性検査の円滑な実施のため、認知症専門医等との連携を強化するな
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ど、体制の強化に努める。 

 (ｳ)高齢運転者標識（高齢者マーク）の活用 

高齢運転者の安全意識を高めるため、高齢者マークの積極的な使用の促進を図る。 

（５）高齢運転者支援の推進（５）高齢運転者支援の推進（５）高齢運転者支援の推進（５）高齢運転者支援の推進                                    ((((県県県県    警察警察警察警察    市民部市民部市民部市民部    交通安全協会交通安全協会交通安全協会交通安全協会)))) 

自動車等の運転に不安を有する高齢者等が運転免許証を返納しやすい環境の整備

を図るため、関係部局が連携し、運転経歴証明書制度の周知、運転免許証を自主返

納した高齢者に対する公共交通機関の割引運賃等の支援措置の充実、市町村による

持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の整備・拡充に努める。 

さらに、運転免許証を自主返納した高齢者に対するサポート加盟店の拡大や買い

物料金割引等の広報に努める。 

（（（（６６６６））））シートベルト・チャイルドシート及び乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底シートベルト・チャイルドシート及び乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底シートベルト・チャイルドシート及び乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底シートベルト・チャイルドシート及び乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底    

                                                                                                ((((警察警察警察警察    教育部教育部教育部教育部    市民部市民部市民部市民部    交通安全協会交通安全協会交通安全協会交通安全協会)))) 

シートベルト・チャイルドシート及び乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底を図る

ため、関係機関・団体と連携し、各種講習・交通安全運動等あらゆる機会を通じて着

用効果の啓発等を積極的に行うとともに、シートベルト・チャイルドシート及び乗車

用ヘルメット着用義務違反に対する街頭での指導取締りの充実を図る。 

（（（（７７７７）自動車安全運転センターの業務の充実）自動車安全運転センターの業務の充実）自動車安全運転センターの業務の充実）自動車安全運転センターの業務の充実                        ((((自動車安全運転センター自動車安全運転センター自動車安全運転センター自動車安全運転センター)))) 

自動車安全運転センター安全運転中央研修所における各種の訓練施設を活用し、

高度の運転技能と専門的知識を必要とする安全運転指導者、職業運転者、青少年運

転者等に対する参加・体験・実践型の交通安全教育の充実を図るとともに、通知、

証明及び調査研究業務等の一層の充実を図る。 

（（（（８８８８）自動車運転代行業の業務の）自動車運転代行業の業務の）自動車運転代行業の業務の）自動車運転代行業の業務の指導育成等指導育成等指導育成等指導育成等                                    ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省    警察警察警察警察)))) 

自動車運転代行業の業務の適正な運営を確保し、交通の安全及び利用者の保護を図

るため、自動車運転代行業者に対し立入検査等を行うほか、無認定営業、損害賠償措

置義務違反、無免許運転等の違法行為の厳正な取締りを実施する。 

（（（（９９９９））））自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断の充実自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断の充実自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断の充実自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断の充実        ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省)))) 

自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断については、自動車運送事業

等の安全を確保するため、事業者に対し、高齢運転者等に受診させるよう義務付ける

とともに、受診の環境を整えるため、適性診断実施の認定基準を明確化したところで

あり、引続き、適性診断の実施者への民間参入を促進する。 
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（（（（１０１０１０１０）危険な運転者の早期排除）危険な運転者の早期排除）危険な運転者の早期排除）危険な運転者の早期排除                                                                                ((((警察警察警察警察)))) 

行政処分制度の適正かつ迅速な運用により長期未執行者の解消に努めるほか、自動

車等の安全な運転に支障を及ぼすおそれがある病気等にかかっていると疑われる者

等に対する臨時適性検査等の迅速・的確な実施に努めるなど、危険な運転者の早期排

除を図る。 

    

第２節第２節第２節第２節    運転免許制度の改善運転免許制度の改善運転免許制度の改善運転免許制度の改善                                                                    ((((警察警察警察警察))))    

市民の立場に立った運転免許業務を行うため、手続の簡素化の推進により更新負担

の軽減を図るとともに、高齢者講習については、自動車教習所等と連携して、受講者

の受入体制の拡充を図る。 

また、運転免許試験場における障がい者等のための設備・資機材の整備及び運転適

性相談活動の充実を図る。 

    

第３節第３節第３節第３節    安全運転管理の推進安全運転管理の推進安全運転管理の推進安全運転管理の推進                                ((((警察警察警察警察    安全運転管理協議会安全運転管理協議会安全運転管理協議会安全運転管理協議会))))    

安全運転管理者及び副安全運転管理者に対する講習の充実等により、これらの者の

資質及び安全意識の向上を図るとともに、事業所内で交通安全教育指針に基づいた交

通安全教育が適切に行われるよう安全運転管理者等を指導する。 

また、安全運転管理者等の未選任事業所の一掃を図り、企業内の安全運転管理体制

を充実強化し、安全運転管理業務の徹底を図る。 

さらに、事業活動に関してなされた道路交通法違反等についての使用者等への通報

制度を十分活用するとともに、使用者、安全運転管理者等による下命、容認事案等に

ついては、使用者等の責任追及を徹底し適正な運転管理を図る。 

事業活動に伴う交通事故防止を更に促進するため、映像記録型ドライブレコーダー、

デジタル式運行記録計等の安全運転の確保に資する車載機器等の普及促進に努めると

ともに、これらによって得られた事故情報等の交通安全教育や安全運転管理への活用

方法について周知を図る。 

 

第４節第４節第４節第４節    事業用自動車の安全プラン等に基づく安全事業用自動車の安全プラン等に基づく安全事業用自動車の安全プラン等に基づく安全事業用自動車の安全プラン等に基づく安全対策の推進対策の推進対策の推進対策の推進    

事業用自動車の事故死者数・人身事故件数の半減等を目標に立てた事業用自動車総
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合安全プランに基づく、安全体質の確立、コンプライアンスの徹底等についての取組

みを推進する。 

    

（１）運輸安全マネジメント等を通じた安全体質の確立（１）運輸安全マネジメント等を通じた安全体質の確立（１）運輸安全マネジメント等を通じた安全体質の確立（１）運輸安全マネジメント等を通じた安全体質の確立    

事業者の安全管理体制の構築・改善状況を国が確認する運輸安全マネジメント評価

を行う。運輸安全マネジメント評価にて、事業者によるコンプライアンスを徹底・遵

守する意識付けの取組みを的確に確認する。自動車運送事業の運行管理者に対する指

導講習については、自動車運送事業の安全を確保するため、事業者に対し、運行管理

者に受講させるよう義務付けるとともに受講の環境を整えるため、講習実施の認定基

準を明確化したところであり、引続き、講習の実施者への民間参入を促進する。 

また、事業者の安全意識の高揚を図るため、メールマガジン「事業用自動車安全通

信」により、事業者に事業用自動車による重大事故発生状況、事業用自動車に係る各

種安全対策等の情報を引続き提供するとともに、外部専門家等の活用による事故防止

コンサルティング実施に対して支援するなど、社内での安全教育の充実を図る。 

    

（２）自動車運送事業者に対するコンプライアンスの徹底（２）自動車運送事業者に対するコンプライアンスの徹底（２）自動車運送事業者に対するコンプライアンスの徹底（２）自動車運送事業者に対するコンプライアンスの徹底    

労働基準法（昭和２２年法律第４９号）等の関係法令等の履行及び運行管理の徹底

を図るため、飲酒運転等の悪質違反を犯した事業者、重大事故を引起こした事業者及

び新規参入事業者等に対する監査を徹底するとともに、関係機関合同による監査・監

督を実施し、不適切な事業者に対しては、厳格化された基準に基づき厳正な処分を行

う。 

増加する訪日外国人旅行客や２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックの輸

送ニーズに対応しつつ、安全性の確保に努めるため、空港等のバス発着場を中心とし

た街頭検査を実施し、バス事業における交代運転者の配置、運転者の飲酒・過労等の

運行実態を把握する。 

行政が保有する事業用自動車に関する各種情報の分析機能を強化するため、事業者

特性・事故原因等の相関及び傾向を分析し、事故を惹起するおそれの高い事業者等を

抽出する「事業用自動車総合安全情報システム」を構築し、効果的・効率的な指導・

監督を実施することで、事業用自動車による事故の未然防止を図る。 

関係行政機関との連携として、相互の連絡会議の開催及び指導監督結果の相互通報
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制度等の活用により、過労運転に起因する事故等の通報制度の的確な運用と業界指導

の徹底を図る。 

事業者団体等関係団体による指導として、国が指定した機関である、適正化事業実

施機関を通じ、過労運転・過積載の防止等、運行の安全を確保するための指導の徹底

を図る。 

以上のような取組みを確実に実施するため、監査体制の充実・強化を重点的に実施

する。 

    

（３）飲酒運転の根絶（３）飲酒運転の根絶（３）飲酒運転の根絶（３）飲酒運転の根絶    

点呼時にアルコール検知器を使用した酒気帯びの有無の確認を徹底するよう指導す

るとともに、常習飲酒者をはじめとした運転者や運行管理者に対し、アルコールの基

礎知識や節酒方法等の飲酒運転防止の専門的な指導を実施するアルコール指導員の普

及促進を図り、事業者における飲酒運転ゼロを目指す。 

また、危険ドラッグ等薬物使用による運行の絶無を図るため、危険ドラッグ等薬物

に関する正しい知識や使用禁止について、運転者に対する日常的な指導・監督を徹底

するよう、事業者や運行管理者等に対し指導を行う。 

    

（４）ＩＣＴ・新技術を活用した安全対策の推進（４）ＩＣＴ・新技術を活用した安全対策の推進（４）ＩＣＴ・新技術を活用した安全対策の推進（４）ＩＣＴ・新技術を活用した安全対策の推進    

事業者による事故防止の取組みを推進するため、衝突被害軽減ブレーキ等のＡＳＶ

装置や運行管理に資する機器等の普及促進に努める。 

また、自動車のＩＣＴ化の進展や通信システムを利用したテレマティクス技術によ

り取得可能になった運転情報や自動車運転者の生体情報、事故情報等を含むビッグデ

ータを活用した事故防止運行モデル等を構築し、同モデルの普及を図るとともに、車

両と車載機器、ヘルスケア機器等を連携させた次世代型の運行管理・支援システムを

検討・実現するほか、急加速・急ブレーキの回数等の様々な運転情報を基に、安全運

転指導サービスや安全運転を促すテレマティクス保険など、民間による安全運転促進

のための新たなサービスの提供を促進することにより、更なる事故の削減を目指す。 

    

（５）（５）（５）（５）業態ごとの事故発生傾向、主要な要因等を踏まえた事故防止対策業態ごとの事故発生傾向、主要な要因等を踏まえた事故防止対策業態ごとの事故発生傾向、主要な要因等を踏まえた事故防止対策業態ごとの事故発生傾向、主要な要因等を踏まえた事故防止対策    

輸送の安全を図るため、トラック・バス・タクシーの業態毎の特徴的な事故傾向を
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踏まえた事故防止の取組みを現場関係者とも一丸となって実施させるとともに、新た

な免許区分である準中型免許の創設を踏まえ、初任運転者向けの指導・監督マニュア

ルの策定や、高齢運転者等に対する、より効果的な指導方法の確立など、更なる運転

者教育の充実・強化を検討・実施する。 

さらに、平成２８年１月１５日に発生した軽井沢スキーバス事故を踏まえ、規制緩

和後の貸切バス事業者の大幅な増加と監査要員体制、人口減少・高齢化に伴うバス運

転者の不足、旅行業者と貸切バス事業者の取引関係等の構造的な問題を踏まえつつ徹

底的に再発防止策について検討し、結論の得られたものから速やかに実施する。 

    

（６）（６）（６）（６）事業用自動車の事故調査委員会の提案を踏まえた対策事業用自動車の事故調査委員会の提案を踏まえた対策事業用自動車の事故調査委員会の提案を踏まえた対策事業用自動車の事故調査委員会の提案を踏まえた対策    

社会的影響の大きな事業用自動車の重大事故については、事故の背景にある組織

的・構造的問題の更なる解明や、より客観的で質の高い再発防止策を提言するため、

平成２６年に事業用自動車事故調査委員会が発足したところであり、引続き、同委員

会における事故の原因分析・再発防止策の提言を受け事業者等の関係者が適切に対応

し、事故の未然防止に向けた取組みを促進する。 

    

（７）（７）（７）（７）運転者の体調急変に伴う事故防止対策の推進運転者の体調急変に伴う事故防止対策の推進運転者の体調急変に伴う事故防止対策の推進運転者の体調急変に伴う事故防止対策の推進    

運転者の体調急変に伴う事故を防止するため、「事業用自動車の運転者の健康管理

マニュアル」の周知・徹底を図るとともに、睡眠時無呼吸症候群、脳ドック等のスク

リーニング検査の普及を図るための方策を検討・実施する。 

    

（８）（８）（８）（８）貨物自動車運送事業安全性評価事業の促進等貨物自動車運送事業安全性評価事業の促進等貨物自動車運送事業安全性評価事業の促進等貨物自動車運送事業安全性評価事業の促進等    

全国貨物自動車運送適正化事業実施機関において、貨物自動車運送事業者について、   

利用者が安全性の高い事業者を選択することができるようにするとともに、事業者全

体の安全性向上に資するものとして実施している「貨物自動車運送事業安全性評価事

業」（通称Ｇマーク事業）を促進する。 

また、国、地方公共団体及び民間団体等において、貨物自動車運送を伴う業務を発

注する際には、それぞれの業務の範囲内で道路交通の安全を推進するとの観点から、

安全性優良事業所（通称Ｇマーク認定事業所）の認定状況も踏まえつつ、関係者の理

解も得ながら該当事業所が積極的に選択されるよう努める。 
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第５節第５節第５節第５節    交通労働災害の防止等交通労働災害の防止等交通労働災害の防止等交通労働災害の防止等    

（１）交通労働災害の防止（１）交通労働災害の防止（１）交通労働災害の防止（１）交通労働災害の防止                                                                        ((((労働基準監督署労働基準監督署労働基準監督署労働基準監督署))))    

「交通労働災害防止のためのガイドライン」(平成２０年４月３日付け基発第００

３００１号、一部改正平成２５年５月２８日付け基発第０５２８第２号）及び「過

重労働による健康障害防止のための総合対策」（平成１８年３月１７日付け基発第０

３１７００８号）の周知徹底を引続き行うことにより、事業場における管理体制の

確立、適正な労働時間等の管理、適正な走行管理、運転者に対する教育、交通労働

災害防止に対する意識の高揚、荷主・元請け事業者による配慮、健康管理等を促進

する。 

また、これらの対策が効果的に実施されるよう関係団体と連携して、事業場におけ

る交通労働災害防止に関係する管理者の選任、交通労働災害防止のためのガイドライ

ンに基づく運転者に対する教育等の実施を推進するとともに、交通労働災害防止指導

員による事業場に対する個別指導等を実施する。 

（２）運転者の労働条件の適正化等（２）運転者の労働条件の適正化等（２）運転者の労働条件の適正化等（２）運転者の労働条件の適正化等                                ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省    労働基準監督署労働基準監督署労働基準監督署労働基準監督署))))    

自動車運転者の労働時間、休日、割増賃金、賃金形態等の労働条件の改善を図るた

め、労働基準法等の関係法令及び「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」

の履行を確保するための監督指導を実施するとともに自動車運転者時間管理等指導

員による助言・指導を実施する。 

また、関係行政機関相互の連絡会議の開催及び監督指導結果等の相互通報制度等の

活用を図る。 

 

第６節第６節第６節第６節    道路交通に関連する情報の充実道路交通に関連する情報の充実道路交通に関連する情報の充実道路交通に関連する情報の充実    

（１）危険物輸送に関する情報提供の充実等（１）危険物輸送に関する情報提供の充実等（１）危険物輸送に関する情報提供の充実等（１）危険物輸送に関する情報提供の充実等                                ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省    消防局消防局消防局消防局))))    

危険物の輸送時の事故による大規模な災害を未然に防止し、災害が発生した場合の

被害の軽減に資する情報提供の充実等を図るため、イエローカード（危険有害物質の

性状、処理剤及びその調達先等事故の際必要な情報を記載した緊急連絡カード）の携

行、関係法令の遵守、乗務員教育の実施等について危険物運送事業者の指導を強化す

る。 

また、危険物運搬車両の交通事故による危険物の漏洩等が発生した場合に、安全か
ろうえい 
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つ迅速に事故処理等を行うため、危険物災害等情報支援システムの充実を図る。 

（２）国際海上コンテナの陸上輸送にかかる安全対策（２）国際海上コンテナの陸上輸送にかかる安全対策（２）国際海上コンテナの陸上輸送にかかる安全対策（２）国際海上コンテナの陸上輸送にかかる安全対策                                                            ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省)))) 

国際海上コンテナの陸上輸送における安全の確保を図るため、関係者に対して、コ

ンテナ貨物の重量等に関する情報の伝達やコンテナロックの確実な実施等を内容と

する「国際海上コンテナの陸上における安全輸送ガイドライン」の周知を図る。 

（３）気象情報等の充実（３）気象情報等の充実（３）気象情報等の充実（３）気象情報等の充実                                                                                    ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省)))) 

道路交通に影響を及ぼす台風、大雨、竜巻等の激しい突風、地震、津波、火山噴火

等の自然現象を的確に把握し、特別警報・警報・予報等の適時・適切な発表及び迅速

な伝達に努めるとともに、これらの情報の質的向上に努める。また、道路の降雪状況

や路面状況等を収集し、道路利用者に提供する道路情報提供装置等の整備を促進する。 

さらに、気象、地震、津波、火山現象等に関する観測施設を適切に整備・配置し

維持するとともに、防災関係機関等との間の情報の共有やＩＴを活用した観測・監

視体制の強化を図るものとする。このほか、広報や講習会等を通じて気象知識の普

及に努める。 

    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    



- 52 - 

 

第４章第４章第４章第４章    車両の安全性の確保車両の安全性の確保車両の安全性の確保車両の安全性の確保                                    （国土交通省）（国土交通省）（国土交通省）（国土交通省）    

エレクトロニクス技術の自動車への利用範囲の拡大を始めとして、自動車に関する

技術の進歩は目覚ましく、車両の安全対策として効果が期待できる範囲は確実に拡大

していることから、今後車両の安全対策を拡充・強化することが必要である。 

このような認識の下、車両構造に起因するとされる事故について対策を講ずるとと

もに、主に運転ミス等の人的要因に起因するとされる事故についても、車両構造面か

らの対策によりできる限り交通事故の未然防止を図る。 

また、不幸にして発生してしまった事故についても、車両構造面からの被害軽減対

策を拡充するとともに、事故発生後の車両火災防止や車両からの脱出容易性の確保等、

被害拡大防止対策を併せて進める。 

特に事故件数及び死傷者数は依然として高水準にあり、後遺障害も考慮すれば、こ

れまで被害軽減を上げてきた被害軽減対策の進化、成熟化を図ることに加え、今後は、

事故を未然に防止する予防安全対策について、先進技術の活用等により、更なる充実

を図る必要がある。また、車両安全対策の推進に当たっては、規制と誘導的施策を総

合的かつ有効に連携させるため、安全性に関する基準の拡充・強化のみならず自動車

製作者や研究機関等による安全な自動車の開発を促進する方策、使用者による安全な

自動車の選択を促進する方策等を、基礎研究から実用・普及までの各段階に応じて適

切に講じる必要がある。 

さらに自動車が使用される段階においては、自動車にはブレーキ・パッド、タイヤ

等走行に伴い摩耗・劣化する部品や、ブレーキ・オイル、ベルト等のゴム部品等走行

しなくても時間の経過とともに劣化する部品等が多く使用されており、適切な保守管

理を行わなければ、不具合に起因する事故等の可能性が大きくなることから、自動車

の適切な保守管理を推進する必要がある。また、衝突被害軽減ブレーキ等の先進技術

についても、確実な作動を確保するため、適切な保守管理を推進する必要がある。 

自動車の保守管理は、一義的には、自動車使用者の責任の下になされるべきである

が、自動車は、交通事故等により運転者自身の生命、身体のみでなく、第三者の生命、

身体にも影響を与える危険性を内包しているため、自動車検査により、各車両の安全

性の確保を図る。 
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第１節第１節第１節第１節    車両の安全性に関する基準等の改善の推進車両の安全性に関する基準等の改善の推進車両の安全性に関する基準等の改善の推進車両の安全性に関する基準等の改善の推進    

（１）（１）（１）（１）道路運送車両の保安基準の拡充・強化等道路運送車両の保安基準の拡充・強化等道路運送車両の保安基準の拡充・強化等道路運送車両の保安基準の拡充・強化等                                            ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省))))    

(ｱ) 車両の安全対策の推進 

車両の安全対策については、平成２７年度に開催した交通政策審議会陸上交通分科

会自動車部会の結果を踏まえて実施していく。 

具体的には、産・官・学が参加する検討会が中心となり、 

① 事故実態の把握・分析、 

② 安全対策に関する方針、対策の具体的な内容の検討、 

③ 事前効果評価・事後効果評価 

といった一連の流れ（ＰＤＣＡサイクル）を継続的に実施することに加え、このＰＤ

ＣＡサイクルによる検討を充実させることを通じて、車両の安全対策の一層の拡充・

強化を図る。 

特に、事故実態の把握・分析においては、従前のマクロデータ及びミクロデータに

加えて、車載式の記録装置である映像記録型ドライブレコーダーやイベントデータレ

コーダー（ＥＤＲ：Event Data Recorder）の情報の活用等について検討するととも

に、これに合わせ医療機関の協力により乗員等の傷害状況も詳細に把握し、事故によ

る傷害発生のメカニズムを詳細に調べるなど、より一層の推進に資する取組について

検討していく。 

加えて、車両の安全対策の推進に係る一連の流れの中においては、高齢化のより一

層の進行等の社会情勢の変化、自動車使用の態様の変化、新技術の開発状況、諸外国

の自動車安全対策の動向等についても勘案しつつ検討を行うとともに、その検討結果

については公表し、透明性を確保する。 

なお、事故を未然に防止する予防安全対策については、車両安全対策を推進する取

組の一環として、これまでも安全基準の拡充・強化等と先進安全自動車（ＡＳＶ：

Advanced Safety Vehcle）の開発・普及の促進、使用者に対する自動車アセスメント

情報の提供等との総合的かつ有効な連携を深めてきたところであるが、今後もより一

層の連携を図っていく。 

(ｲ) 道路運送車両の保安基準の拡充・強化 

車両の安全対策の基本である自動車の構造・装置等の安全要件を定める道路運送車

両の保安基準について、上述の検討結果を踏まえつつ、事故を未然に防ぐための予防
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安全対策、万が一事故が発生した場合においても、シートベルトやエアバック等を含

めた乗員の保護並びに歩行者及び自転車乗員等の保護を行うための被害軽減対策、そ

の際に火災の発生等の二次災害が起こることを防止するための災害拡大防止対策のそ

れぞれの観点から、適切に拡充・強化を図る。 

特に以下の事項については、安全基準の拡充・強化について、今後積極的に検討し、

道路交通の安全確保を図っていく。 

① 様々な衝突形態に対応した対策や、死者に占める割合が高い歩行者・高齢者を保

護する対策に加えて、交通事故を未然に防止する予防安全技術の開発促進等を行うこ

とにより、より安全な車両の開発等を推進すること。 

② ハイブリッド自動車や電気自動車に係る静音性対策、大型車の後退時対策、高齢

者や障がい者にも配慮した安全対策、電気自動車や燃料電池自動車に搭載される新技

術全般に係る安全対策、及び超小型自動車等の新モビリティに係る安全対策等を行う

ことにより、これら新たな自動車等に係る安全を確保すること。 

なお、保安基準の拡充・強化の推進に当たっては、保安基準が自動車の国際的な流

通を阻害することがないよう国際的に連携して検討を進める。 

 

（２）安全に資する自動走行技術を（２）安全に資する自動走行技術を（２）安全に資する自動走行技術を（２）安全に資する自動走行技術を含む先進安全自動車（ＡＳＶ）の開発・普及の促含む先進安全自動車（ＡＳＶ）の開発・普及の促含む先進安全自動車（ＡＳＶ）の開発・普及の促含む先進安全自動車（ＡＳＶ）の開発・普及の促

進進進進                                                                                                                            ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省))))    

先進技術を利用してドライバーの安全運転を支援するシステムを搭載した先進安全

自動車（ＡＳＶ）について、産官学の協力によるＡＳＶ推進検討会のもと、車両の開

発・普及の促進を一層進める。 

安全運転の責任は一義的にはドライバーにあるが、今後、技術の進展に伴いドライ

バーの新技術に対する過信などが原因で事故が発生する恐れがあるため、安全運転を

支援するシステムに関するドライバーの理解に努める。 

また、ＡＳＶ技術のうち衝突被害軽減ブレーキ等の市場化されたＡＳＶ技術につい

ては、国際的な動向も踏まえつつ、義務化も含めた保安基準の拡充・強化、補助制度

の拡充を図るとともに、ドライバー異常時対応システム等の実用化間際の新技術につ

いては、技術指針の策定、事故データに基づくＡＳＶ技術の効果評価を行う等により

普及促進を引続き進める。 

加えて、交通事故の多くがドライバーのミスに起因していることを踏まえ、自動走
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行技術は交通安全の飛躍的向上に資する可能性があると考えられることから、自動走

行技術等の開発・普及のための環境整備を行う。 

（３）車両の安全性等に関する日本工業規格の整備（３）車両の安全性等に関する日本工業規格の整備（３）車両の安全性等に関する日本工業規格の整備（３）車両の安全性等に関する日本工業規格の整備                                    ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省))))    

工業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）に基づいて制定された自動車関係の日

本工業規格については、従来から車両のハード面からの安全性を考慮した規格の整備

を進めてきたが、近年の技術進歩を踏まえ、 

① 車両制御、 

② 外部情報の知覚、 

③ 運転者とのマン・マシン・インターフェース 

の面からの整備も進めている。 

運転者の運転を支援するための警報や制御を行う技術は、我が国が世界に先行して

実用化している分野であり、 

① 車間距離制御システム、 

② 前方車両衝突警報装置、 

③ 車両周辺障害物警報 

等の運転者の運転負荷の軽減、利便性の向上、危険に対する注意喚起、事故回避・被

害軽減に関連した日本工業規格について、関係省庁が連携して、その改正を進める。 

また、国際標準化機構（ＩＳＯ：International Organization for Standardization）

に対する我が国の代表機関である日本工業標準調査会を通じて、国際規格との調和を

図りつつ、交通事故防止に寄与するため、その整備に努める。 

 

第２節第２節第２節第２節    自動車アセスメント情報の提供等自動車アセスメント情報の提供等自動車アセスメント情報の提供等自動車アセスメント情報の提供等                            （（（（国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省））））    

自動車の安全装置の正しい使用方法、装備状況等の一般情報とともに、自動車の車

種ごとの安全性に関する比較情報を公正中立な立場で取りまとめ、これを自動車使用

者に定期的に提供する自動車アセスメント事業を推進する。また、自動車アセスメン

ト事業により、ＡＳＶ技術等の自動車の安全に関する先進技術の国民の理解促進を図

る。これらにより、自動車使用者の選択を通じて、より安全な自動車の普及拡大を促

進すると同時に、自動車製作者のより安全な自動車の研究開発を促進する。 

具体的には、従前の評価項目に加えて、平成２６年度より開始した予防安全性能評

価について、車線維持支援制御装置（ＬＫＡＳ：Lane Keeping Assist System）や、
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夜間対策を含む対歩行者衝突被害軽減ブレーキ（対歩行者ＡＥＢＳ：Advanced 

Emergency Braking System）などの試験項目の拡充を図るとともに、歩行者保護に係

る衝突安全性能評価の強化、視認性向上のための灯火装置や事故自動通報システム（Ａ

ＣＮ：Automatic Collision Notification）などの新技術に対する評価手法の確立に

ついて検討を行う。さらに、ユーザーにとって分かりやすい評価結果の公表方法につ

いて検討を行う。 

また、チャイルドシートについても、製品ごとの安全性に関する比較情報等を、例

えば、産婦人科や母子健康手帳等を通じ、それを必要とする自動車ユーザーに正しく

行き渡るようにすることにより、より安全なチャイルドシートの普及拡大を図るとと

もに、安全性能評価の強化について検討を行う。  

 

第３節第３節第３節第３節    自動車の検査及び点検整備の充実自動車の検査及び点検整備の充実自動車の検査及び点検整備の充実自動車の検査及び点検整備の充実    

（１）自動車の検査の充実（１）自動車の検査の充実（１）自動車の検査の充実（１）自動車の検査の充実                                                                                ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省))))    

道路運送車両の保安基準の拡充・強化に合わせて進化する自動車技術に対応して、

電子化された安全装置の故障診断検査機器の開発、ＩＣＴ化による自動車検査情報の

活用等の検査の高度化を進めるなど、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）

に基づく新規検査等の自動車検査の確実な実施を図る。また、不正改造を防止するた

め、適宜、自動車使用者の立入検査を行うとともに、街頭検査体制の充実強化を図る

ことにより、不正改造車両を始めとした整備不良車両及び基準不適合車両の排除等を

推進する。 

指定自動車整備事業制度の適正な運用・活用を図るため、事業者に対する指導監督

を強化する。さらに、軽自動車の検査については、その実施機関である軽自動車検査

協会における検査の効率化を図るとともに、検査体制の充実・強化を図る。 

（２）型式指定制度の充実（２）型式指定制度の充実（２）型式指定制度の充実（２）型式指定制度の充実                                                                                ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省))))    

車両の構造に起因する事故の発生を防止するため、型式指定制度により新型自動車

の安全性の審査体制の充実を図る。 

（（（（３３３３）自動車点検整備の充実）自動車点検整備の充実）自動車点検整備の充実）自動車点検整備の充実                                                                            ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省))))    

自動車ユーザーの保守管理意識を高揚し、点検整備の確実な実施を図るため、「自

動車点検整備推進運動」を関係者の協力の下に展開するなど、自動車ユーザーによる

保守管理の徹底を強力に促進する。 
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また、自動車運送事業者の保有する事業用車両の安全性を確保するため、自動車運

送事業者監査、整備管理者研修等のあらゆる機会をとらえ、関係者に対し、車両の保

守管理について指導を行い、その確実な実施を推進する。 

なお、車両不具合による事故については、その原因の把握・究明に努めるとともに、

点検整備方法に関する情報提供等により再発防止の徹底を図る。 

（（（（４４４４）不正改造車の排除）不正改造車の排除）不正改造車の排除）不正改造車の排除                                                                            ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省    警察警察警察警察))))    

道路交通に危険を及ぼすなど社会的問題となっている暴走族の不正改造車や過積

載を目的とした不正改造車等を排除し、自動車の安全運行を確保するため、関係機

関の支援及び自動車関係団体の協力の下に「不正改造車を排除する運動」を展開し、

広報活動の推進、関係者への指導、街頭検査等を強化することにより、不正改造防

止について、自動車ユーザー及び自動車関係事業者等の認識を高める。 

また、不正改造行為の禁止及び不正改造車両に対する整備命令制度について、そ

の的確な運用に努める。 

（５）自動車分解整備事業の適正化及び近代化（５）自動車分解整備事業の適正化及び近代化（５）自動車分解整備事業の適正化及び近代化（５）自動車分解整備事業の適正化及び近代化                                                ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省))))    

点検整備に対する自動車ユーザーの理解と信頼を得るため、自動車分解整備事業

者に対し、整備料金、整備内容の適正化について、消費者保護の観点も含め、その

実施の推進を指導する。また、自動車分解整備事業者における経営管理の改善や整

備の近代化等への支援を推進する。 

（（（（６６６６）自動車の新技術への対応等整備技術の向上）自動車の新技術への対応等整備技術の向上）自動車の新技術への対応等整備技術の向上）自動車の新技術への対応等整備技術の向上                                        ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省))))    

自動車新技術の採用・普及、車社会の環境の変化に伴い、自動車を適切に維持管

理するためには、自動車整備業がこれらの変化に対応する必要があることから、実

態調査等を通じ自動車整備業の現状について把握するとともに、自動車整備業が自

動車の新技術及び多様化するユーザーニーズに対応するための技術の高度化を推進

する。 

また、整備主任者等を対象とした新技術研修の実施等により、整備要員の技術の

向上を図るとともに、新技術が採用された自動車の整備や自動車ユーザーに対する

自動車の正しい使用についての説明等のニーズに対応するため、一級自動車整備士

制度の活用を推進する。 

（７（７（７（７）ペーパー車検等の不正事案に対する対処の強化）ペーパー車検等の不正事案に対する対処の強化）ペーパー車検等の不正事案に対する対処の強化）ペーパー車検等の不正事案に対する対処の強化                                    ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省))))    

民間能力の活用等を目的として、指定自動車整備事業制度が設けられているが、
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近年ペーパー車検等の不正事案が発生していることから、制度の適正な運用・活用

を図るため、事業者に対する指導監督を引き続き行う。 

    

第第第第４４４４節節節節    リコール制度の充実・強化リコール制度の充実・強化リコール制度の充実・強化リコール制度の充実・強化                                                ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省))))    

自動車製作者の垣根を越えた装置の共有化・モジュール化が進む中、複数の自動車

製作者による大規模なリコールが行われていることから、自動車のリコールをより迅

速かつ確実に実施するため、装置製作者等からの情報収集体制の強化を図るとともに、

安全・環境性に疑義のある自動車については独立行政法人自動車技術総合機構におい

て現車確認等による技術的検証を行う。 

また、自動車ユーザーの目線に立ったリコールの実施のために、自動車ユーザーか

らの不具合情報の収集を推進するとともに、自動車ユーザーに対して、自動車の不具

合に対する関心を高めるためのリコール関連情報等の提供の充実を図る。 

 

第５節第５節第５節第５節    自転車の安全性の確保自転車の安全性の確保自転車の安全性の確保自転車の安全性の確保        ((((警察警察警察警察    都市計画部都市計画部都市計画部都市計画部    市民部市民部市民部市民部    交通安全協会交通安全協会交通安全協会交通安全協会))))    

自転車の安全な利用を確保し、自転車事故の防止を図るため、駆動補助機付自転車

（人の力を補うため原動機を用いるもの）及び普通自転車の型式認定制度を活用する。 

また、自転車利用者が定期的に点検整備や正しい利用方法等の指導を受ける気運を

醸成するとともに、近年、自転車が加害者となる事故に関し、高額な賠償額となるケ

ースもあり、こうした賠償責任を負った際の支払い原資を担保し、被害者の救済の十

全を図るため、関係事業者の協力を得つつ、損害賠償責任保険等への加入を加速化す

る。 

さらに、夜間における交通事故の防止を図るため、灯火の取付けの徹底と反射器材

等の普及促進を図り、自転車の被視認性の向上を図る。 
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第５章第５章第５章第５章    道路交通秩序の維持道路交通秩序の維持道路交通秩序の維持道路交通秩序の維持                                                                

交通ルール無視による交通事故を防止するためには、交通指導取締り、交通事故事

件捜査、暴走族取締り等を通じ、道路交通秩序の維持を図る必要がある。 

このため、交通事故実態等を的確に分析し、死亡事故等重大事故に直結する悪質性、

危険性、迷惑性の高い違反に重点を置いた交通事故抑止に資する交通指導取締りを推

進する。 

また、悪質・危険な運転行為による死傷事犯であっても従前の危険運転致死傷罪に

該当せず自動車運転過失致死傷罪が適用された事件などを契機とした罰則の見直しを

求める意見を背景として、平成２６年５月から自動車の運転により人を死傷させる行

為等の処罰に関する法律(平成２５年法律第８６号。以下「自動車運転死傷処罰法」と

いう。)が施行されたことを踏まえ、交通事故事件等に係る適正かつ緻密な捜査の一層

の推進を図る。 

さらに、暴走族対策を強力に推進するため、関係機関・団体が連携し、地域ぐるみ

での暴走族追放気運の高揚に努め、暴走行為をさせない環境づくりを推進するととも

に、取締り体制及び装備資機材の充実強化を図る。 

 

第１節第１節第１節第１節    交通の指導取締りの強化等交通の指導取締りの強化等交通の指導取締りの強化等交通の指導取締りの強化等    

（１）一般道路における効果的な指導取締りの強化等（１）一般道路における効果的な指導取締りの強化等（１）一般道路における効果的な指導取締りの強化等（１）一般道路における効果的な指導取締りの強化等                                            ((((警察警察警察警察))))    

一般道路においては、歩行者及び自転車利用者の事故防止並びに事故多発路線等

における重大事故の防止に重点を置いて、交通指導取締りを効果的に推進する。 

その際、地域の交通事故実態や違反等に関する地域特性等を十分考慮する。 

(ｱ) 交通事故抑止に資する指導取締りの推進 

 交通事故実態の分析結果等を踏まえ、事故多発路線等における街頭指導活動を強

化するとともに、無免許運転、飲酒運転、著しい速度超過、交差点関連違反等の交

通事故に直結する悪質性、危険性の高い違反、市民から取締り要望の多い迷惑性の

高い違反に重点を置いた指導取締りを推進する。 

特に、飲酒運転及び無免許運転については、取締りにより常習者を道路交通の場

から排除するとともに、運転者に対する捜査のみならず、周辺者に対する捜査を徹

底するなど、飲酒運転及び無免許運転の根絶に向けた取組みを推進する。また、引



- 60 - 

 

続き、児童、高齢者、障がい者の保護の観点に立った指導取締りを推進する。 

さらに、地理的情報等に基づく交通事故分析の高度化を図り、交通指導取締りの

実施状況について、交通事故実態の分析結果等を踏まえて検証し、その検証結果を

取締り計画の見直しに反映させる、いわゆるＰＤＣＡサイクルをより一層機能させ

る。加えて、取締り場所の確保が困難な生活道路や警察官の配置が困難な時間帯に

おいても速度取締りが行えるよう、新たな速度取締り機器の導入を図るとともに、

交通反則切符自動作成機の導入に向けた検討を進めるなど、より効果的な取締りを

行うための資機材の研究開発及び整備に努める。 

(ｲ)背後責任の追及 

事業活動に関してなされた過積載、過労運転等の違反については、自動車の使用

者等に対する責任追及を徹底するとともに、必要に応じ自動車の使用制限命令や荷

主等に対する再発防止命令を行い、また、事業者の背後責任が明らかとなった場合

は、それらの者に対する指導、監督処分等を行うことにより、この種の違反の防止

を図る。 

(ｳ)自転車利用者に対する指導取締りの推進 

自転車利用者による無灯火、二人乗り、信号無視、一時不停止及び歩道通行者に

危険を及ぼす違反等に対して積極的に指導警告を行うとともに、これらに従わない

悪質・危険な自転車利用者に対する検挙措置を推進する。 

（２）高速自動車国道等における指導取締りの強化等（２）高速自動車国道等における指導取締りの強化等（２）高速自動車国道等における指導取締りの強化等（２）高速自動車国道等における指導取締りの強化等                                            ((((警察警察警察警察)))) 

高速自動車国道等においては、重大な違反行為はもちろんのこと、軽微な違反行

為であっても重大事故に直結するおそれがあることから、交通流や交通事故発生状

況等の交通の実態に即した効果的な機動警ら等を実施することにより、違反の未然

防止及び交通流の整序を図る。 

また、高速自動車国道等における速度超過の取締りは常に危険を伴うため、受傷

事故防止等の観点から、自動速度違反取締装置等の取締り機器の積極的かつ効果的

な活用を推進する。 

さらに、交通指導取締りは、悪質性、危険性、迷惑性の高い違反を重点とし、特

に、著しい速度超過、飲酒運転、車間距離不保持、通行帯違反等の取締りを強化す

る。 
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（３）科学的な指導取締りの推進（３）科学的な指導取締りの推進（３）科学的な指導取締りの推進（３）科学的な指導取締りの推進                                                                                    ((((警察警察警察警察)))) 

交通事故分析システムの高度化や交通事故発生状況と指導取締り実施状況等を関

連付けて分析するシステムの研究開発に努めるとともに、科学技術の進歩に対応し

た取締り用装備資機材や速度違反自動取締装置の整備を推進するなど、交通事故実

態に的確に対応した科学的かつ効率的な指導取締りを推進する。 

 

第２節第２節第２節第２節    交通事故事件交通事故事件交通事故事件交通事故事件等に係る適正かつ綿密な捜査の一層の推進等に係る適正かつ綿密な捜査の一層の推進等に係る適正かつ綿密な捜査の一層の推進等に係る適正かつ綿密な捜査の一層の推進    

（１）（１）（１）（１）危険運転致死傷罪の立件を視野に入れた捜査の徹底危険運転致死傷罪の立件を視野に入れた捜査の徹底危険運転致死傷罪の立件を視野に入れた捜査の徹底危険運転致死傷罪の立件を視野に入れた捜査の徹底                                    ((((警察警察警察警察))))    

交通事故事件等の捜査においては、初動捜査の段階から危険運転致死傷罪の立件も

視野に入れた捜査の徹底を図る。 

（２）（２）（２）（２）交通事故事件等に係る捜査交通事故事件等に係る捜査交通事故事件等に係る捜査交通事故事件等に係る捜査力力力力の強化等の強化等の強化等の強化等                                                            ((((警察警察警察警察))))    

交通事故事件等の捜査力を強化するため、捜査体制の充実及び研修等による捜査員

の捜査能力の一層の向上に努める。 

（３）交通事故事件等に係る科学的捜査の推進（３）交通事故事件等に係る科学的捜査の推進（３）交通事故事件等に係る科学的捜査の推進（３）交通事故事件等に係る科学的捜査の推進                                                        ((((警察警察警察警察))))    

常時録画式交差点カメラやひき逃げ事件等の被疑車両の特定に資する捜査支

援システム等、科学的捜査を支える装備資機材等の整備を進め、客観的な証拠

に基づいた科学的な交通事故事件等の捜査を推進する。 

 

第３節第３節第３節第３節    暴走族対策の暴走族対策の暴走族対策の暴走族対策の推進推進推進推進    

（１）（１）（１）（１）暴走族追放気運の高揚及び家庭、学校等における青少年の指導の充実暴走族追放気運の高揚及び家庭、学校等における青少年の指導の充実暴走族追放気運の高揚及び家庭、学校等における青少年の指導の充実暴走族追放気運の高揚及び家庭、学校等における青少年の指導の充実        ((((警察警察警察警察    教育部教育部教育部教育部)))) 

暴走族追放の気運を高揚させるため、各種法令を活用して取締りを強化するとと

もに、報道機関等に対する資料提供を積極的に行い、暴走族の実態が的確に広報さ

れるよう努めるなど、広報活動を積極的に行う。また、家庭、学校、職場、地域等

において、青少年に対し「暴走族加入阻止教室」を開催するなどの指導等を促進す

る。さらに、関係団体等との連携の下に暴走族の解体、暴走族への加入阻止、暴走

族からの離脱等の支援指導を徹底する。暴走族問題と青少年の非行問題等との関連

性を踏まえ、地域の関係団体等との連携を図るなど、青少年の健全育成を図る観点

から施策を推進する。 

（２）（２）（２）（２）暴暴暴暴走行走行走行走行為阻為阻為阻為阻止のた止のた止のた止のためめめめのののの環境環境環境環境整備整備整備整備                                                                        ((((警察警察警察警察)))) 

暴走族等（暴走族及び違法行為を敢行する旧車會員〈暴走族風に改造した旧型の



- 62 - 

 

自動二輪車等を運転する者〉）及びこれに伴う群衆のい集場所として利用されやすい

施設の管理者に協力を求め、暴走族等及び群衆をい集させないための施設の管理改

善等の環境づくりを推進するとともに、地域における関係機関・団体が連携を強化

し、暴走行為等ができない道路交通環境づくりを積極的に行う。 

また、事前の情報の入手に努め，集団不法事案に発展するおそれがあるときは、

早期に暴走族と群衆を分離するなどの措置を講ずる。 

（３）（３）（３）（３）暴暴暴暴走走走走族族族族等等等等に対する指導取締りの推進に対する指導取締りの推進に対する指導取締りの推進に対する指導取締りの推進                                        ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省    警察警察警察警察)))) 

暴走族等取締りの体制及び装備資機材の充実を図るとともに、集団暴走行為、爆

音暴走行為その他悪質事犯に対しては、共同危険行為等の禁止違反を始めとする各

種法令を適用して検挙及び補導を徹底し、併せて解散指導を積極的に行うなど、暴

走族に対する指導取締りを推進する。 

また、「不正改造車を排除する運動」等を通じ、街頭検査において不正改造車両の

取締りを行うとともに、不正改造車両等の押収のほか、司法当局に没収（没取）措

置を働き掛けるなど暴走族と車両の分離を図り、不正改造等暴走行為を助長する行

為に対しても背後責任の追及を行う。 

さらに、不正改造行為に関する情報収集を徹底するとともに、関係機関と連携し

て、不正改造を敢行する業者に対する取締りを強化するなど根源的な対策を講じる

ほか、複数県にまたがる広域暴走族事件に迅速かつ効率的に対処するため、関係県

警察相互の捜査協力を積極的に行う。 

（４）（４）（４）（４）暴暴暴暴走走走走族族族族関係事関係事関係事関係事犯犯犯犯者の再者の再者の再者の再犯犯犯犯防止防止防止防止                                                                            ((((警察警察警察警察)))) 

暴走族関係事犯の捜査に当たっては、個々の犯罪事実はもとより、組織の実態や

それぞれの非行の背景となっている行状、性格、環境等の諸事情をも明らかにしつ

つ、グループの解体や暴走族グループから構成員等を離脱させるなど暴走族関係事

犯者の再犯防止に努める。また、暴力団とかかわりのある者については、その実態

を明らかにするとともに、暴力団から離脱するよう指導を徹底する。 

暴走族関係保護観察対象者の処遇に当たっては、遵法精神のかん養、家庭環境の

調整、交友関係の改善指導、暴走族組織からの離脱指導等、再犯防止に重点を置い

た処遇の実施に努める。 

また、暴走行為に対する運転免許の行政処分については、特に迅速かつ厳重に行

う。 
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（５）車両の不正改造の防止（５）車両の不正改造の防止（５）車両の不正改造の防止（５）車両の不正改造の防止                                                                ((((国土交通省国土交通省国土交通省国土交通省    警察警察警察警察) ) ) )  

暴走行為を助長するような車両の不正な改造を防止、また、保安基準に適合しな

い部品等が不正な改造に使用されることがないよう、「不正改造車を排除する運動」

等を通じ、広報活動の推進及び企業、関係団体に対する指導を積極的に行う。 

また、自動車ユーザーだけでなく、不正改造等を行った者に対して、必要に応じ

て事務所等に立入り検査を行う。 

その他、違法行為を敢行する旧車會グループ(暴走族風に改造した旧型の自動二輪

車等を運転する者のグループ）に対する実態把握を徹底し、把握した情報を隣接各

県間で共有化するとともに、不正改造等の取締りを強化するなど的確な対応を推進

する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


